
答 申 第 ４ 号

平成22年２月24日

青森県知事 殿

青森県情報公開・個人情報保護審査会

会 長 石 岡 隆 司

青森県情報公開条例第17条第１項の規定による諮問について（答申）

平成21年４月17日付け青建第83号による下記の諮問について、別紙のとおり答申します。

記

弘前南高校体育館大規模改修に係る設計与条件に関する調査文書等についての不開示決

定処分に対する異議申立てについての諮問
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別 紙

答 申

第１ 審査会の結論

青森県知事（以下「実施機関」という。）が、対象となった行政文書を不開示としたこ

とは、妥当ではない。

実施機関は、第５の２(3)のエ(ｲ)のａからｅまでに掲げる行政文書及び「弘前南高等学

校第一体育館大規模改修工事 設計書」の一部である「モルタル及びコンクリート圧縮強

度試験」に係る調査報告書について、改めて青森県情報公開条例（平成11年12月青森県条

例第55号。以下「条例」という。）第11条第１項又は第２項の決定を行うべきである。

第２ 諮問事案の概要

１ 行政文書開示請求

異議申立人は、平成21年３月11日、実施機関に対し、条例第５条の規定により、次

の行政文書について、行政文書開示請求（以下「本件開示請求」という。）を行った。

(1) 弘前南高校第一体育館大規模改修工事に関わって、平成18年度に行われた設計業

務委託の設計与条件として実施された次の結果を受けて、どのように受け止め、判

断したのかが分かる文書（以下「本件対象文書１」という。）

ア 老朽化した外壁の改修（外壁鉄板下地の調査 ３箇所）

イ 壁コア抜き ３箇所 試験

(2) 上記(1)アの結果が分かるもの（以下「本件対象文書２」という。）

２ 実施機関の決定

実施機関は、本件開示請求に対して、「設計与条件の「老朽化した外壁の改修（外

壁鉄板下地の調査 ３箇所）」は調査箇所を示し、「壁コア抜き ３箇所 試験」は

その調査方法を示したものであり、同一調査箇所を目的別に記述したものであるため、

開示請求された行政文書は保有しておりません。」、「平成21年２月２日付け指令第

137号の行政文書一部開示決定通知書で開示した文書と同一のものです。」との理由

から、不開示決定（以下「本件処分」という。）を行い、平成21年３月24日、異議申

立人に通知した。
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３ 異議申立て

異議申立人は、平成21年４月７日、行政不服審査法（昭和37年法律第160号）第６

条の規定により、異議申立てを行った。

第３ 異議申立人の主張要旨

１ 異議申立ての趣旨

本件処分を取り消し、本件開示請求の内容について開示するとの決定を求めるとい

うものである。

２ 異議申立ての理由

異議申立人が主張している異議申立ての理由は、異議申立書によると、おおむね、

次のとおりである。

(1) 実施機関が本件処分の理由としたのは、「平成21年２月２日付け指令第137号の

行政文書一部開示決定通知書で開示した文書と同一のものです。」ということであ

る。しかし、「指令第137号の行政文書一部開示決定通知書で開示した文書」は、

「予定工事の内容に関する報告書」と題するコンクリートコア抜きによるコンク

リート圧縮強度試験データについて「疑義がある」と指摘した文書で、平成19年４

月26日に作成されたものであり、その指摘について協議した記録は同年５月15日と

されており、設計業務委託による調査は平成18年10月に行われ、その成果として当

該試験結果が実施機関に示されてから、おおむね、半年が経過しようとしていた時

期である。

一般的に、県担当者でさえ「疑義がある」とせざるを得ない試験結果データにつ

いて、設計業務委託を受けた業者がその成果品を県に示す時点で、何の説明もなく

引き渡すということは考えにくい。むしろ、「このような注目しなければならない

結果が出ましたので、今後工事を進める上では十分に検討する必要があります」と

付言するのが一般的であろう。しかし、そのような事実もなく、上記不開示理由に

よれば単に受け取っただけで、県の担当者も内容を検討することもなく済まされた

ということになる。

(2) ところで、このコンクリートコア抜き調査結果として示された数値にはどのよう

な意味があるのか。

試験は平成18年８月10日に行われ、その結果データは、最も数値が低い西面で
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7.38N/㎜2、最も高い南面でさえ15.1N/㎜2というものであった。新聞報道によれば、

「21N/㎜2以上の強度にすることが一つの基準」とされていることに比べても、西面

はおおむね、その３分の１程度の強度しかなかったのである。もし仮に、実施機関

が説明するとおり、このように重大な意味を持つ数値が調査結果として出されたに

もかかわらず、当該業務委託結果を得た段階で何の検討もしなかったというのであ

れば、不作為の行為として厳しく批判されなければならないことになる。が、本来

はそのようなことは考えにくい。

第４ 実施機関の説明要旨

実施機関が主張している本件処分の理由は、理由説明書によると、おおむね、次のとお

りである。

１ 設計与条件の「老朽化した外壁の改修（外壁鉄板下地の調査 ３箇所）」は、その

調査箇所を示し、「壁コア抜き ３箇所 試験」は、その調査方法を示したものであ

り、同一調査箇所を目的別に記述したものであるため、開示請求された行政文書は保

有していない。

２ 「老朽化した外壁の改修（外壁鉄板下地の調査 ３箇所）」の結果が分かるものと

は、平成21年２月２日付け指令第137号の行政文書一部開示決定通知書で開示した文

書と同一のものである。

３ 上記のとおり、開示請求された行政文書は保有していない。よって、本件開示請求

に係る行政文書を保有していないと回答したことは、妥当と言える。

第５ 審査会の判断理由

１ 条例の基本的な考え方について

条例は、県民の県政についての知る権利を尊重し、行政文書の開示を請求する権利

につき定めたものであり（第１条）、条例では、「実施機関は、行政文書の開示を請

求する権利が十分に尊重されるように、この条例を解釈し、及び運用しなければなら

ない。」と定められている（第３条）。

この趣旨から、当審査会は、「原則開示」の理念に立って条例を解釈し、本件処分

において実施機関が不開示としたことが妥当か否かについて、諮問事案の内容に即し、

個別、具体的に判断するものである。
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２ 本件対象文書１の存否について

(1) 不存在の態様

ア 実施機関は、理由説明書において、本件対象文書１を不開示とした理由につい

て、第４の１のとおり述べている。

イ しかし、その趣旨が不明であることから、当審査会が実施機関に対し、本件行

政文書１を保有していないこととの関連について説明を求めたところ、実施機関

はその提出した書面において、「開示請求された行政文書は、作成していないの

で不開示としたものであるが、異議申立人が「老朽化した外壁の改修（外壁鉄板

下地の調査 ３箇所）」と「壁コア抜き ３箇所 試験」の二つの結果があると

の認識に基づいて本件開示請求を行ったものとみられることから、念のため、そ

の誤解を解くよう、このような記述をしたところであり、この記述は文書不存在

とは関係がない」旨述べている。

(2) 本件開示請求に係る開示請求書の記載について

ア 本件開示請求に係る開示請求書の「開示請求をする行政文書の名称」欄には、

「弘前南高校第一体育館大規模改修工事に関わって、平成18年度に行われた設計

業務委託の設計与条件として実施された、(1)「老朽化した外壁の改修（外壁鉄

板下地の調査 ３箇所）」、(2)「壁コア抜き ３箇所 試験」の結果を受けて、

どのように受け止め、判断したのかが分かる文書」と記載され、その「平成18年

度に行われた設計業務委託の設計与条件」について、例えば、二つの設計与条件

が別々の調査箇所を示すものであるなどの記載はなく、そこからは実施機関が主

張するような「二つの結果があるとの認識に基づいて本件開示請求を行った」と

の異議申立人の意図を読み取ることはできない。

イ また、実施機関からは、「二つの結果があるとの認識に基づいて本件開示請求

を行った」と判断するに至った理由について何の説明もなされておらず、本件処

分に当たり、実施機関が、本件開示請求に係る開示請求書には記載されていない

異議申立人の請求意図を確認していたなどの特段の事情があったとは認められな

い。

ウ これらのことからすると、本件開示請求に係る開示請求書の記載は、これを文

言どおり解釈し、弘前南高校第一体育館大規模改修工事（以下「本件工事」とい

う。）に係る設計業務委託の調査結果のうち、実施機関が指定した二つの設計与
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条件に係る調査結果について、実施機関がどのように判断したのかが分かる文書

であると解することが相当である。

(3) 本件対象文書１として特定されるべき行政文書について

ア 当審査会が、実施機関に対して、本件行政文書１を上記(2)ウのように解した

場合においても、特定される行政文書は存在しないのか説明を求めたところ、実

施機関はその提出した書面において、「行政文書は作成していないので、存在し

ない」と述べている。

イ 当審査会が、実施機関から、本件工事に係る設計業務委託の成果品である「弘

前南高等学校第一体育館大規模改修工事 設計書」の提示を受け、その内容を確

認したところ、実施機関が指定した二つの設計与条件に係る調査結果とは、外壁

仕上げ材の施工方法を決めるため実施された「モルタル及びコンクリート圧縮強

度試験」に係るものであることが認められた。

ウ 異議申立人が資料として提出した、中南地域県民局地域整備部作成の平成19年

４月26日付け文書「予定工事の内容に関する報告書」及び建築住宅課作成の平成

19年５月15日協議に係る「打合せ記録」並びに当審査会が審査の過程で入手した

その他関係資料により、平成18年10月に「モルタル及びコンクリート圧縮強度試

験」の結果を受理した後の実施機関の対応を調査したところ、次のことが確認さ

れた。

(ｱ) 平成19年４月26日

中南地域県民局地域整備部の担当者が、「モルタル及びコンクリート圧縮強

度試験」のデータについて、「その値について疑義がある」とする「予定工事

の内容に関する報告書」を作成した。

(ｲ) 平成19年５月15日

建築住宅課と中南地域県民局地域整備部との間で、本件工事に係る打合せが

行われ、中南地域県民局地域整備部の担当者から、「予定工事の内容に関する

報告書」及び「モルタル及びコンクリート圧縮強度試験」の結果が示され、本

件工事前に耐震診断を実施すべきとの意見があった。協議の結果、耐震診断の

必要性について、建築住宅課と教育庁学校施設課が協議することとなった。

(ｳ) 平成19年５月16日

建築住宅課と教育庁学校施設課との間で協議が行われ、建築住宅課から耐震

診断実施の必要性について助言がなされたが、生徒、教職員の安全確保及び教

育活動の円滑な実施を図るため、最優先で雨漏り対策のための本件工事を実施

することが確認された。

(ｴ) 平成19年10月３日
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教育庁学校施設課、建築住宅課及び中南地域県民局地域整備部の三者により、

追加工事の必要性等について協議が行われた。協議では、中南地域県民局地域

整備部が作成した資料「県立弘前南高等学校第一体育館大規模改修工事におけ

る工事内容の変更比較表」が用いられた。

エ 特定されるべき行政文書について

(ｱ) 上記ウのとおり、実施機関は、平成18年10月に「モルタル及びコンクリート

圧縮強度試験」の結果を受理し、平成19年４月26日に「予定工事の内容に関す

る報告書」を作成した以降、耐震診断の必要性があるとの認識のもと、建築住

宅課及び教育庁学校施設課との間で、その対応について協議等を行っているも

のと認められる。

(ｲ) 当審査会が、異議申立人から提出のあった実施機関作成の行政文書のほか、

実施機関から提示を受けた関係行政文書の内容を確認したところ、実施機関は、

「モルタル及びコンクリート圧縮強度試験」に対する判断を記載した、次の行

政文書を作成していることが認められた。

ａ 中南地域県民局地域整備部作成の「予定工事の内容に関する報告書」

「モルタル及びコンクリート圧縮強度試験」のデータ値について、疑義が

ある旨の実施機関の判断が記載されているものと認められる。

ｂ 中南地域県民局地域整備部作成の平成19年５月15日開催の協議に係る「復

命書」

「モルタル及びコンクリート圧縮強度試験」のデータ値に疑義があるため、

工事前に耐震診断実施をすべきであるとの実施機関の判断が記載されている

ものと認められる。

ｃ 建築住宅課作成の平成19年５月15日協議に係る「打合せ記録」

耐震診断実施については、依頼課である教育庁学校施設課と協議するとの

実施機関の判断が記載されているものと認められる。

ｄ 中南地域県民局地域整備部作成の資料「県立弘前南高等学校第一体育館大

規模改修工事における工事内容の変更比較表」

本件工事は、あくまで雨漏り防止対策工事であって、体育館の耐震性や強

度を増すためのものではなく、体育館を補強するためには、耐震診断を実施

し、適切な耐震補強を検討した上で、別途工事を実施する必要がある旨の実

施機関の判断が「重要説明事項」として記載されているものと認められる。

ｅ 中南地域県民局地域整備部作成の平成19年10月３日開催の協議に係る「復

命書」

上記ｄの資料に記載の「重要説明事項」について、協議の場で改めて実施

機関が説明した旨が記載されており、上記ｄと同様に実施機関の判断が記載

されているものと認められる。

(ｳ) 当審査会が実施機関に対し、上記(ｲ)のａからｅまでに掲げる行政文書は、
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その記載内容から本件対象文書１に該当するのではないか説明を求めたところ、

実施機関はその提出した書面において、「耐震性について判断が出来ない状態

であることを示した文書であり、請求された文書に当たらないと判断した」と

述べているところである。

(ｴ) しかし、これらの文書は、少なくとも耐震性について疑義が生じ、耐震診断

の実施について検討が必要であるとの実施機関の判断が記載されているものと

解するのが相当である。

オ 以上から、上記エ(ｲ)のａからｅまでに掲げる行政文書は、本件対象文書１に

該当するものと認められる。

(4) 異議申立人が主張するその他の行政文書について

ア 異議申立人は、異議申立書において、第３の２(2)に掲げる理由から、実施機

関は、「モルタル及びコンクリート圧縮強度試験」の結果を受理した平成18年10

月時点において、当該調査結果のデータ値について検討を行っている旨主張して

いるため、当該検討内容について記録した文書の存否について、検討する。

イ 当審査会が実施機関に対し、「モルタル及びコンクリート圧縮強度試験」の結

果から何らかの対処が必要であったとは考えなかったのか説明を求めたところ、

実施機関はその提出した書面において、「試験結果は、設計内容どおり、雨漏り

防止対策工事の施工に支障がない数値であったため、特段の対処は行っていな

い」旨述べている。

ウ また、当審査会が実施機関に対し、中南地域県民局地域整備部作成の平成19年

４月26日付け文書「予定工事の内容に関する報告書」の作成目的等について説明

を求めたところ、実施機関はその提出した書面において、次のとおり述べている。

(ｱ) 同報告書を作成した目的について

ａ 平成19年４月に中南地域県民局地域整備部の担当者に人事異動があり、新

任の担当者は、工事名称に「大規模改修」とあったことから、本件工事を耐

震診断等を行うような大規模改修工事であると認識し、事前の耐震診断が必

要であると推察した。

ｂ 関係資料の中にあった「モルタル及びコンクリート圧縮強度試験」のデー

タ値について、ばらつきが大きいことや強度が低いのではないかとの疑問を

抱いたことから、疑問がある旨を上司に報告するために作成した。

(ｲ) 試験結果を受理してから同報告書を作成するまでに半年以上の期間が経過し

た理由について

平成19年４月に人事異動があったため、前任者から事務を引き継いだ担当者
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が、工事発注前に関係資料を見て、その所感を記述したものである。

エ 上記イ及びウの実施機関の説明によると、「モルタル及びコンクリート圧縮強

度試験」のデータの値について、実施機関では、試験結果を受理した平成18年10

月の時点では、設計内容どおり工事を施工する上で支障がないものと判断してい

たとのことであり、また、平成19年４月の時点で「疑義がある」と判断した点に

ついても、新任の担当者が、本件工事の名称から耐震診断を行う必要のある工事

と推察したなどとしている。

さらに、当審査会が調査したところによると、本件工事に係る設計業務委託の

成果品である「弘前南高等学校第一体育館大規模改修工事 設計書」には、「モ

ルタル及びコンクリート圧縮強度試験」のデータ値について、実施機関に注意を

喚起する内容が記載された文書は添付されていないことが確認された。

このような状況を踏まえると、平成18年10月の時点において、実施機関では、

当該試験のデータ値について検討を行う必要性は高くないと判断していたものと

考えられ、実施機関が当該試験の結果について、その時点での検討内容を記録し

た文書を保有していないとしても、これを不合理とすべき点は存しないと認めら

れる。

また、当審査会の調査においても、これを覆し、文書の存在を推認させるよう

な特段の事情も認められない。

(5) 以上から、実施機関は、本件対象文書１として、(3)のエ(ｲ)のａからｅまでに掲

げる行政文書を保有しているものと認められる。

３ 本件対象文書２の存否について

(1) 不存在の態様

ア 実施機関は、理由説明書において、本件対象文書２を保有していない理由につ

いて、「平成21年２月２日付け指令第137号の行政文書一部開示決定通知書で開

示した文書と同一である」と述べている。

イ 当審査会が、実施機関に対して、上記理由と本件行政文書２を保有していない

こととの関連について説明を求めたところ、実施機関はその提出した書面におい

て、「念のため、設計業務委託の調査結果については、開示済みの文書であるこ

とを知らせる趣旨で記載したものである」と述べるのみで、本件行政文書２を保

有していない具体的な理由の説明はなかったものである。

(2) 本件対象文書２として特定すべき行政文書について
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ア 本件開示請求に係る開示請求書の「開示請求をする行政文書の名称」欄には、

「上記(1)アの結果が分かるもの」と記載されており、この「上記(1)ア」とは、

実施機関が指定した二つの設計与条件のうち、「老朽化した外壁の改修（外壁鉄

板下地の調査 ３箇所）」を指すものである。

イ 上記の記載は、一見すると、一方の設計与条件である「老朽化した外壁の改修

（外壁鉄板下地の調査 ３箇所）」のみから得られた調査結果の開示を求めてい

るように解される。

しかし、実施機関によると、指定した二つの設計与条件は、一方が調査箇所を

示し、一方がその調査方法を示したものであり、同一調査箇所を目的別に記述し

たものであって、「老朽化した外壁の改修（外壁鉄板下地の調査 ３箇所）」の

みを設計与条件として実施された調査結果は存在しないものである。

ウ このため、実施機関にあっては、本件開示請求に係る開示請求書に、一方の設

計与条件である「老朽化した外壁の改修（外壁鉄板下地の調査 ３箇所）」しか

記載されていないとしても、本件対象文書２として特定されるべき調査結果は、

「モルタル及びコンクリート圧縮強度試験」に係るものであることが当然に認識

できたと考えられる。事実、実施機関は、「平成21年２月２日付け指令第137号

の行政文書一部開示決定通知書で開示した文書と同一である」と述べており、本

件対象文書２として特定されるべき文書が存在することを認めている。

エ また、本件処分に当たり、実施機関が、異議申立人に対し「モルタル及びコン

クリート圧縮強度試験」に係る調査結果は二つの設計与条件から得られたもので

あることを説明し、異議申立人からそのような結果であれば不要であるといった

ことを確認していたなどの特段の事情があったとは認められない。

オ これらのことからすると、本件対象文書２として特定されるべき行政文書は、

「モルタル及びコンクリート圧縮強度試験」に係る調査報告書であると認められ

る。

(3) 以上から、実施機関は、本件対象文書２として、「モルタル及びコンクリート圧

縮強度試験」に係る調査報告書を保有していると認められる。

４ 結論

以上のとおり、実施機関が、本件対象文書１及び本件対象文書２を保有していない

として不開示としたことは妥当ではなく、実施機関は、本件対象文書１については、
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２(3)のエ(ｲ)のａからｅまでに掲げる行政文書を、本件対象文書２については、「モ

ルタル及びコンクリート圧縮強度試験」に係る調査報告書を保有していると認められ

るため、第１のとおり判断する。

５ 付言

本件処分の妥当性について、当審査会は、以上のとおり判断するが、なお次の点を

付言する。

(1) 開示請求に係る行政文書を保有していない理由の記載について

「知事が保有する行政文書の開示等に関する事務取扱要綱」（平成12年３月15日

制定）によると、開示請求に係る行政文書を保有していない場合には、行政文書不

開示決定通知書の「行政文書を開示しない理由」欄に、開示請求に係る行政文書を

保有していない具体的理由を記載するものとされている。この趣旨は、実施機関の

慎重かつ合理的な判断を促すとともに、開示請求者に不服申立て提起の便宜を与え

ることにあると解される。そうすると、「行政文書を開示しない理由」欄の記載は、

抽象的・一般的なものでは不十分であり、開示請求者が明確に理解し得るようなも

のでなくてはならない。

実施機関が、本件処分に係る行政文書不開示決定通知書の「行政文書を開示しな

い理由」欄に記載した「設計与条件の「老朽化した外壁の改修」は、その調査箇所

を示し、「壁コア抜き ３箇所 試験」は、その調査方法を示したものであり、同

一調査箇所を目的別に記述したものであるため、開示請求された行政文書は保有し

ておりません。」との記述は、その趣旨が不明であるとともに、実施機関自らも

「この記述は文書不存在とは関係ない」と述べているように、当該行政文書を保有

していない理由の説明には全くならないものである。

また、本件開示請求に係る行政文書が、別件の開示請求において既に開示済みで

あることも不存在の理由として記載しているが、開示済みの行政文書を再度開示請

求することが制限されていない以上、そのことをもって対象となる行政文書の特定

をせずに不開示とすることは到底認められるものではなく、不開示とする理由とは

なり得ないものである。

よって、本件処分に係る行政文書不開示決定通知書には、本件開示請求に係る行

政文書を保有していない具体的理由が何ら記載されていないものと認められ、開示

請求に係る事務手続として不適切である。

(2) 対象行政文書の特定について

実施機関は、特定されるべき行政文書の存在を認識していながら、異議申立人に

本件開示請求の内容を確認することもなく、別件の開示請求において開示済みであ
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ることなどを理由に、対象行政文書を保有していないとして不開示としている。

しかし、先に述べたように、本件開示請求に係る開示請求書に記載された文言を

予断を持たずに解釈すると、異議申立人が開示を求める行政文書を特定することは

十分に可能であると認められる。

実施機関のこのような対象行政文書の特定の仕方は、「不存在」となる方向に限

定して開示請求書の内容を解釈したものであり、本来開示されるべき行政文書が開

示されないこととなるため、し意的な対応であったとの非難を免れられない。

「開示請求権の十分な尊重」を基本理念とする条例の趣旨にかんがみ、実施機関

が対象行政文書を特定する際には、開示請求者が必要とする行政文書が過不足なく

特定されるよう、必要に応じて開示請求者に確認するなど、開示請求者の真意をく

み取った上で、開示請求書記載の文言を合理的に解釈しなければならない。

特に「不存在」を理由に不開示決定を行う場合には、みだりに「不存在」となる

方向に対象行政文書を限定して解釈することがあってはならない。仮に、開示請求

書に記載の文言自体から複数の解釈が可能となる場合において、「不存在」となる

ような特定をする際には、少なくとも開示請求者に対して、その真意を確認するこ

とが必要である。

第６ 審査会の処理経過

当審査会の処理経過の概要は、別記のとおりである。
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別記

審査会の処理経過の概要

年 月 日 処 理 内 容

平成21年４月17日 ・実施機関からの諮問書を受理した。

平成21年５月１日 ・実施機関からの理由説明書を受理した。

平成21年５月22日 ・審査を行った。

（第155回青森県

情報公開審査会）

平成21年６月26日 ・審査を行った。

（第156回青森県

情報公開審査会）

平成21年７月21日 ・実施機関に対する照会について、実施機関からの書面を受理

した。

平成21年７月24日 ・審査を行った。

（第157回青森県

情報公開審査会）

平成21年８月28日 ・審査を行った。

（第158回青森県

情報公開審査会）

平成21年９月18日 ・審査を行った。

（第159回青森県

情報公開審査会）

平成21年10月16日 ・実施機関に対する照会について、実施機関からの書面を受理

した。

平成21年10月23日 ・審査を行った。

（第160回青森県

情報公開審査会）

平成21年11月13日 ・実施機関に対する照会について、実施機関からの書面を受理

した。

平成21年11月25日 ・審査を行った。

（第161回青森県

情報公開審査会）
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平成21年12月18日 ・審査を行った。

（第162回青森県

情報公開審査会）

平成22年１月22日 ・審査を行った。

（第163回青森県

情報公開審査会）

平成22年２月17日 ・審査を行った。

（第１回青森県情

報公開・個人情報

保護審査会）
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（参考）

青森県情報公開・個人情報保護審査会委員名簿（五十音順）

氏 名 役 職 名 等 備 考

石岡 隆司 弁護士 会長

一條 敦子 ふれ～ふれ～ファミリー代表

大矢 奈美 公立大学法人青森公立大学経営経済学

部准教授

紺屋 博昭 国立大学法人弘前大学人文学部准教授

竹本 真紀 弁護士 会長職務代理者

（平成22年２月24日現在）


